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第２回県議会議員の選挙区等検討委員会
　１　今回の公職選挙法改正における変更点について
【選挙管理委員会説明】　

会議資料１－２の公職選挙法第１５条第１項では、都道府県の議会の議員の選挙区は郡と市を単位とするということになっている。改正案では、「ひとつの市の区域」と「ひとつの市の区域と隣接する町村の区域」、「隣接する町村の区域」ということになる。

第２項では、それぞれの選挙区の区域の人口が、議員1人当たりの人口の半数に達しないときは、条例で、隣接するほかの郡市の区域と併せて１の選挙区を設けなければならないとなっている（強制合区）。現在、下益城郡選挙区は旧城南町と美里町で構成されており、旧城南町が合併特例で下益城郡に残っている。旧城南町は次の選挙では熊本市に編入されるので美里町だけでは半数に達しないので、美里町はどこかの選挙区に合区する必要が生じる。これに関しては、第７項に合区する際の考え方として、行政区域、衆議院の小選挙区議員の選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に合区を行わなければならないという考え方が示してある。

改正案の第２項に基づき、それぞれの隣接する区域で選挙区を作ることになるが、先ずは、議員一人当たりの人口は半数以上になるようにしなければならない。この半数以上という考え方に変更はなく、この場合、一つの市の区域の人口が、議員一人当たりの人口の半数に達しないときは、隣接の区域と併せて１選挙区を設けるものとするということである。本県の場合、現在の市の選挙区を見てみると半数に達しないような市はないのでこの条項は該当がない。
　改正案の第３項では、一つの市の区域の人口が半数以上であっても、一人当たりの人口に達しないときは、隣接するほかの市町村の区域と併せて１選挙区を設けることができる（任意合区）となっている。この人口に該当するのは、現在、人吉、水俣、上天草、阿蘇の４市であるが、任意合区するかどうかはそれぞれの判断による。
第４項は今回新しく入ってきた考え方。一の町村の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であるときは当該町村の区域をもって一つの選挙区とすることができるということで、人口が大きな町村については、そこだけで一つの選挙区を設けることができるというもの。現在の人口で考えると、大津町、菊陽町、益城町、芦北町の４つがこの人口要件に該当し、単独でも選挙区とすることができる。

　第８項。現行法では県議の選挙区については人口比例が原則で、特別の事情があるときは概ね人口を基準として、地域間の均衡を考慮して定めることができるというもので、改正案でも同じ考え方で変更はない。

改正案の第９項は、今回新しく入ってきた考え方で、政令指定都市に関して、「当該指定都市の区域を２以上の区域に分けた区域とする」ということで、現行では、熊本市は５区の選挙区だが、改正案が通ると２以上の区域に分けることができるようになる。全市一区はだめだが２以上なので、２でも３でも４でも可能ということになる。

附則の第３条。「経過措置」で「隣接していない町村の区域を含むものがあるときは、当該選挙区の区域をもって一の選挙区とすることができる。ただし、当該選挙区に係る区域の変更が行われた場合はこの限りではない」となっており、今回変更がなければ現行のまま、隣接しないままでも可能だという経過措置を設けある。

資料１－１の「３具体例」は、町村で今回大きな改正があっておりそれを分かりやすく図にしたもの。郡の制約が撤廃されたので、町村は郡を離れて自由に合区ができるようになる。右の図でいうと、１番目は、甲郡のＢ町とＣ町がいままで郡という単位で選挙区を作っていたが、この縛りがなくなるので、例えばＡ市とＢ市にそれぞれ別々に合区することが可能になる。２番目は、甲郡のＡ村、Ｂ町、Ｃ町というのがあり、そのなかで甲郡のＣ町だけが隣のＺ郡のＤ町と、町村同士で他の郡の町村と合区することが可能になる。一番下の図は、現在は郡と市の縛りがあるので、甲郡だけで選挙区、Ｂ市だけで選挙区を設けているが、この縛りがなくなるので、大きなＸ選挙区という郡市一体のような大きな選挙区も合区が可能になる。
　２　県議会議員の選挙区等の検討について

【議会事務局説明】　

１「これまでの経過」の主なものについて
平成１７年度の特別委員会において、県議会議員の定数を５５人から４９人とすること及び各選挙区の定数が決定された。平成２１年度には、熊本市、植木町及び城南町の合併に伴う議員の選挙区の特例についての検討が行われ、旧城南町及び旧植木町については、「なお従前の選挙区によるもの」とされた。平成２３年度には、熊本市が政令指定都市となったため、「熊本市の選挙区の設置及び各選挙区における議員定数の配分等の検討」を行い、熊本市選挙区の１６人を中央区４人、東区４人、西区２人、南区３人、北区３人とすることが決定された。
２「県議会議員の選挙区等の検討に係る論点」について
①の人口要件は、「一の選挙区は、議員１人当たりの人口、すなわち県人口を議員定数で除して得た数の半数以上にしなければならない」となっている。県人口を議員定数で割り、それの２分の１で算定すると、１８，５４５人となる。
②の算定基準については、人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の結果による人口となっており、今回の人口は、平成２２年国勢調査の確定値を用いることになる。

③の検討期間については、公職選挙法の改正法が平成２７年３月１日から施行される予定なので、周知期間を考慮すると平成２６年２月定例会において選挙区定数条例を改正することが望ましいと考えている。

　３「今回の検討課題」について
「（１）総定数及び各選挙区定数の検討」については、ア、地方自治法第90条で、県議会議員の定数は条例で定め、定数の変更は一般選挙において行うこととなっており、イ、公職選挙法第１５条第８項で、各選挙区の議員数は人口に比例して条例で定めるが、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準として地域間の均衡を考慮して定めるとなっている。参考として「九州各県・類似県の総定数の状況」の一覧を付けている。本県の議員１人当たりの人口は、３７，５９７人で、全国で１９位、これは、九州では福岡県に次いで２位となっており、全国的にみても議員定数は少ない。
　　「（２）公職選挙法改正の有無に拘わらず必要な措置」について。ア、合併特例法に基づく特例が期限を迎える選挙区の見直しは、旧植木町及び旧城南町の区域の選挙区に関する合併特例条例が期限を迎えるので、旧植木町及び旧城南町が加わる熊本市北区及び熊本市南区の定数を定める必要がある。次に、イ、下益城郡選挙区の強制合区については、下益城郡選挙区だった旧城南町が、熊本市南区選挙区に入るが、残った美里町だけでは、人口要件を満たさないため、隣接する区域との強制合区を行う必要がある。合区が想定される隣接選挙区は、宇城市選挙区、上益城郡選挙区、八代市・八代郡選挙区の３つである。なお、美里町議会は、知事と県議会議長に対して「県議選の区割り改定に伴う意見書」を提出し、衆議院５区、八代市･郡等への編入反対を要望している。

「（３）今回の公選法改正を踏まえました検討事項」については、まず、ア、
選挙区割りの基本として、「市」「市と隣接する町村」「隣接する町村」の３つを基本として条例で定めることになる。イの区域ごとに言うと、（ア)政令市の場合は、２以上の選挙区を設ければ合区が可能となる。熊本市の選挙区では、現在、中央、東、西、南、北の５区となっているのを、２以上の選挙区とすることが可能となる。(イ)の、市の場合については変更はなし。(ウ)の町村の場合は、ａ、市と隣接する町村又は隣接する町村が基本となる。また、ｂ、一の町村の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であるときは、当該町村をもって選挙区とすることができるようになる。具体的には、単独選挙区として可能な町は、大津町､菊陽町､益城町､芦北町の４つがある。

ｃ、飛び地となっている選挙区は、阿蘇郡選挙区と玉名郡選挙区の２つがあり、飛び地で人口要件を満たさない区域では、隣接する市町村と合区することになる。ただし、経過措置として、従前どおり飛び地のままとすることも可能である。具体的には、阿蘇郡選挙区では、北部３町村の南小国町、小国町及び産山村と南部の３町村、高森町、南阿蘇村及び西原村は、阿蘇市を挟んでおり隣接していない。また、玉名郡選挙区においては、東部３町の玉東町､和水町及び南関町と長洲町は、玉名市と荒尾市を挟んでおり隣接していない。

さらに、ｄで、現在２人区の郡選挙区を、人口要件を満たす隣接町村区域の単位で分割することも可能となり、具体的には上益城郡選挙区及び球磨郡選挙区が該当する。
最後に（エ）、任意合区する場合は、これまでの郡の枠組みに捉われず、「市と隣接する町村」「隣接する町村」で任意に合区することができるようになる。ａの市と隣接する市の合区の場合、１つの市の配当基数が１未満の場合は市と市が合区できる。しかし、両方とも配当基数が１を超える場合には合区できない。ｂの市と町村の合区の場合は、一つの市と隣接する町村とは合区できる。ｃの町村と町村の合区の場合は、隣接する町村は合区できる。以上のような点が今後検討を要する事項等である。
参考資料として、５ページに「現在の選挙区の地図及び議員定数」を、６ページに「議員定数試算表」を添付している。表の左のほうから市区町村名及び選挙区名、人口、配当基数（人口を議員１人当たりの人口で除した数）、選挙区名、条例定数、定数１人当たりの配当基数を記載している。ただし、この表においては旧植木町は北区に、また旧城南町は南区に算入しており、北区には鹿本郡（旧植木町）の定数１を仮に加算するとともに、条例定数を現行の４９として算出している。また、７ページに平成以降の「選挙区及び議員定数の変遷」を添付している。
【委員の主な意見】

①　今回の改正案の大きな趣旨は郡の枠組みをなくしていろんな枠組みで合区できる点。改正の趣旨を大いに反映できるよう考えていくことが大切。また広範囲の枠組みも可能である。そのような点を認識のうえ議論することが肝要。また大きく枠組みを変えることも可能なので、しっかり論議できればと考える。

　②　大前提としては、市町村合併後の県の役割、熊本市の政令指定都市移行後における県の役割等を考えたうえで、定数を全体として見てみるという点が大きな作業。県議会議員は広域の代表であるべき。この際フルモデルチェンジという発想も考えていかなければならない。

定数をただ単に減らす等ではなく、例えば委員会の運営上、最低でも何人くらいの人数で成り立つのかというような発想から考えるなど、議会自体の機能としてどうあるべきかといったことも考えていかなければならない。議論の質を高めていくという方向でどう変えていくかというような検討が必要。学識者がここ１０年ほどの間に検討・研究をなされていることから、それらの意見を聞きながら検討していくことも考えられる。

　　③　区割りや選挙制度の問題は、議会制民主主義の土台をなす問題。できるだけ全体の合意が得られるよう議論が必要。どれだけ民意を反映させていくかという点では定数を減らすことは民意を細くする。単純に減員のための議論は慎むべき。

　④　今後、どのような組み合わせ等ができるのかとうようなことを会派で議論したい。政令指定都市における県議会議員と、その他の地域における扱いについては、さまざまな議論はなされているが、県議会においてもまずその辺の整理も必要である。今後のスケジュール等をみながら、できるだけ外部の意見や熊本市選挙区の議員等の意見を聞きながら取り組んでいければと考える。

⑤　基本的スタンスは、党利、党略ではなく広く議論すること。この委員会でいろんな議論を行い進めていきたい。

　　　　　　　　　
　３　その他
　　
　次回検討委員会は１１月２２日（金）に開催予定。

